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生活福祉室事業名 133

市
長
公
約
と
の
関
係

・支援対象者とのカウンセリング等を通じて意欲喚起を図るとともに、就労に向けた課題を把握し、その解決に向け
てハローワークとも連携して効果的な支援の実施に努めた。
・次年度の委託契約更新に向けて、より質の高い支援体制の構築を図るため、仕様書の見直しを行った。

所信表明

・稼働能力を有しながら、様々な要因により就労に至っていない生活保護受給者に対する就労支援事業への参加
促進
・生活に困窮する支援対象者への適切な情報提供・支援の実施
・ハローワーク等関係機関との連絡

・稼働能力を有しながら、様々な要因により就労に至っていない生活保護受給者に対する就労支援事業への参加
促進
・生活に困窮する支援対象者への適切な情報提供・支援の実施
・ハローワーク等関係機関との連絡

2017(H29)年度
市政運営方針

４　人々が交流し、賑わいのあるまちをつくる

１　産業の活性化と人々の交流・賑わいの創出によりまちの魅力を高める

２　いきいきと働くことのできるまち

総
合
計
画
と
の
関
係

（関連施策目標等）

4つの重点的に進める
施策との関係

20　いきいきと働くことのできるまち

事業概要
（目的・内容等）

生活保護受給者や生活困窮者の社会的・経済的な自立を促すため、庁舎内に設置された「就労支援ひらかた
（ハローワークコーナー）」と連携しながら、カウンセリングから採用に向けたアドバイス、適切な求人情報の提供
等、就労に向けた支援を実施する。

（様式２）　実行計画管理シート　

部・課 福祉部

2016(H28)年
度の取り組み

2016(H28)年度
市政運営方針

＜所信表明・市政運営方針での表現＞

施策目標等

2018(H30)年度
市政運営方針

これまでの取り組み
状況

被保護世帯の自立促進を目的として就労支援プログラムを平成17年より開始し、現在�業務委託により専門の就労
支援員を４名体制で配置している。支援対象者�稼働能力を有しながら様々な要因により就労に至っていない被保
護者等に対して、カウンセリングを中心とした意欲喚起やきめ細かい助言・指導を行い、寄り添い型の支援を行って
いる。

生活保護受給者等就労支援事業

取り組み状況

基本目標等

（関連施策目標等）

地域資源を生かし、人々が集い活力がみなぎるまち

予

定

・

目

標

実

績

(

評

価

)

実

績

(

評

価

)

実

績

(

評

価

)

・稼働能力を有しながら、様々な要因により就労に至っていない生活保護受給者に対する就労支援事業への参加
促進
・生活に困窮する支援対象者への適切な情報提供・支援の実施
・ハローワーク等関係機関との連絡

予

定

・

目

標

2018(H30)年
度の取り組み

2017(H29)年
度の取り組み

予

定

・

目

標



千円 （建設経費 千円 , 用地費 千円 ）

関連指標
施策指標

H27

府支出金 起債 受益者負担 その他 一般財源

2016(H28)年度 13,174 9,855

2019(H31)年度 0

2018(H30)年度 0

0

達成状況（実行計画） ○：達成に向けて進行・継続中

220 人

備考

実

績

(

評

価

)

H28 H29 単位H30

H26

指標の説明

126

指標名

指

標

の

実

績

（

評

価

）

H28

目標値(H31)H27

就労支援対象者（生活保護受給者・
生活困窮者）のうち就労に結びつい
た人数

ハローワーク常設窓口とも連携した集中的な支援の取り組みを進めることができた。

H31H30

H31

施策指標

2019(H31)年
度の取り組み

予

定

・

目

標

133131

H29

今後の対応

・業者委託による就労支援事業を活用し、稼働年齢層にある被保護者等に対し、就職による早期の自立が図れる
よう、就労意欲を喚起し、求職活動を支援していく。また、直ちに就労が困難な被保護者等に対して�、業者委託
による就労準備支援事業の活用や中間的就労等により、自立に向けて切れ目のない支援を行う。
・引き続き、ハローワーク常設窓口等との連携を強化し、本市の就労支援事業と併せて、組織的、重層的な就労
支援を推進する。

課題
就労疎外要因の少ないと思われる世帯数が減少していることから、組織として支援の必要性を判断し、事業への参
加を促す必要がある。このために�受託事業者との連携が課題となり、適切な進行管理とより質の高い支援体制の
構築を求め、事業の強化を図る必要がある。

・稼働能力を有しながら、様々な要因により就労に至っていない生活保護受給者に対する就労支援事業への参加
促進
・生活に困窮する支援対象者への適切な情報提供・支援の実施
・ハローワーク等関係機関との連絡

施策指標
指

標

の

実

績

（

評

価

）

指

標

の

実

績

（

評

価

）

H30H27 H28

0整備事業の場合の総事業費 00

事業費（決算ベース）

3,319

2017(H29)年度

単位：千円

年度 事業費総額 国庫支出

H30

単位H26 H29

指

標

の

実

績

（

評

価

）

目標値(H31)

単位H31H29H26 H27

指標の説明

目標値(H31)

指標名 施策指標

目標値(H31)

H28

H31指標名 H26

指標名

指標の説明

○

指標の説明

生活保護受給者及び生活困窮者のうち就労
支援事業及び「就労支援ひらかた（ハロー
ワークコーナー）」において実際に就労に結び
ついた人数
※生活困窮者への就労支援�H27年度から
実施。また、「就労支援ひらかた」�H27年4月
から開設

単位


